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第１章 横浜市子ども・子育て支援事業計画について                      
平成 27 年４⽉から始まる⼦ども・⼦育て⽀援新制度では、⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、各市町村が５年を

１期とする⼦ども・⼦育て⽀援事業計画を策定し、事業を実施することとされています。 

横浜市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画については、次世代育成⽀援対策推進法に基づく「かがやけ横浜こども⻘

少年プラン後期計画（平成 22〜26 年度）」を継承する計画にも位置づけ、⼦ども・⼦育て⽀援法及び次世代育成

⽀援対策推進法の両法に基づく計画として、幅広く本市の⼦ども・⻘少年のための施策を推進していきます。 

なお、本計画は、計画期間を平成 27 年度から 31 年度までの５年間とし、⽣まれる前から乳幼児期を経て、⻘

少年期に⾄るまでの、概ね 20 歳までの⼦ども・⻘少年とその家庭を主な対象とします。 

 

第２章 本市の子ども・⻘少年や子育て家庭を取り巻く状況と課題                
(1) 家庭、地域及び社会の状況 

ア 依然として続く少⼦化 

○出⽣率は微増傾向にありますが、依然として少⼦化が進展しています。 

イ 家族の状況の変化 

○⼦どもの数の減少、三世代同居の減少、ひとり親家庭の増加などにより、家族の規模が縮小しています。 

ウ 多様化する就業スタイルと依然として進まない仕事と⽣活の両⽴ 

○⼥性の育児休業取得率は 83.0％（平成 25 年度）で制度の着実な定着が図られつつあるものの、依然と

して、第１⼦出産を機に離職する⼥性の割合は⾼い状況です。 

○家族類型や就業スタイル等が多様化しており、働く・働かないにかかわらず、いずれの選択も尊重し、 

⽀援していくことが⼤切です。 

○未就学児のいる家庭における就労中の⽗親の帰宅時間は、約65％が20時以降となっており、その結果、

平日に⽗親が⼦どもと一緒に過ごす時間は、「ゼロから１時間まで」が４割以上と、⽗親に⼦どもと過

ごしたいという希望があっても、それが叶わない労働環境が多いという現状があります。 

エ 地域のつながりの希薄化 

○依然として、地域で過ごしたり、積極的に近所付き合いをしたりする人が少ない状況です。 

オ 地域⼒の創出・向上 

○地域のつながりの希薄化が⾔われる一⽅で、市⺠の地域や社会活動への参加意向は⽐較的⾼い状況です。 

カ 情報化社会の進展 

○情報化社会の進展が教育をはじめとする様々な分野で一層⽣かされる一⽅で、親⼦が触れ合う時間の減

少や、⼦どもたちの⽣活・⾏動等への影響が懸念されています。 

(2) 厳しさを増す子ども・⻘少年の養育環境 

ア ⺟親にかかる⼦育ての負担 

○共働きの家庭が増えている中でも、依然として⼦育てや家事は⺟親に負担がかかっている状況です。 

イ ⼦ども・⻘少年の不登校、ひきこもり、無業状態及び貧困率の上昇 

○ひきこもりの⻘少年が少なくとも約 8,000 人、無業状態の⻘少年が少なくとも約 57,000 人と推計され

ています。 

○⼦どもの貧困率は上昇しており、⼦ども・⻘少年の育ちに関する影響が懸念されるとともに、就学・進

学、就職の際に困難な状況に陥る可能性が増⼤しています。  
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第３章 本市の目指すべき姿と基本的な視点                          
(1) 目指すべき姿 
 

 

 

(2) 計画推進のための基本的な視点 
① 「⼦ども・⻘少年にとって」の視点での⽀援 
② 全ての⼦ども・⻘少年の⽀援 
③ それぞれの成⻑段階に応じ、育ちの連続性を⼤切にする一貫した⽀援 
④ ⼦どもの内在する⼒を引き出す⽀援 
⑤ 家庭の⼦育て⼒を⾼めるための⽀援 
⑥ 様々な担い手による社会全体での⽀援 〜⾃助・共助・公助〜 

第４章 施策体系と事業・取組                                
(1) 施策分野・基本施策とその関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策分野 
１ 

基本施策① 乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期までの切れ目のない支援 
基本施策② 学齢期から青年期までの子ども・青少年の育成施策の推進 
基本施策③ 障害児への支援 
基本施策④ 若者の自立支援の充実

施策分野 
２ 

基本施策⑤ 生まれる前から乳幼児期までの一貫した支援の充実
基本施策⑥ 地域における子育て支援の充実
基本施策⑦ ひとり親家庭の自立支援／配偶者等からの暴力（ＤＶ）への対応と未然防止

施策分野 
３ 

基本施策⑧ 児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実
基本施策⑨ ワーク・ライフ・バランスと子どもを大切にするまちづくりの推進 

未来を創る子ども・⻘少年の⼀⼈ひとりが、⾃分の良さや可能性を発揮し、豊かで幸せな 

⽣き⽅を切り拓
ひら

く⼒、共に温かい社会をつくり出していく⼒を育むことができるまち「よこはま」 

＜施策分野１＞ 

子ども・青少年が様々な力を育み、

健やかに育つ環境をつくる 

子ども・青少年への支援 

＜施策分野２＞ 

出産・子育てがしやすく、子育てが

楽しいと思える環境をつくる 

子育て家庭への支援 

基本的視点⑤  

家庭の子育て力を  

高めるための支援 

基本的視点③ 

それぞれの成長段階に応

じ、育ちの連続性を大切に

する一貫した支援 

基本的視点② 

全ての子ども・ 

青少年の支援 

目指すべき姿 

未来を創る子ども・青少年の一人ひとりが自分の良さや可能性を発揮し、豊かで幸せな生き方

を切り拓く力、共に温かい社会をつくり出していく力を育むことができるまち「よこはま」 

＜施策分野３＞ 

自助・共助・公助の意識を大切に

し、社会全体で子ども・青少年を

育てる環境をつくる 

社会全体での支援 

基本的視点④ 

子どもの内在する力を引き出す支援

基本的視点⑥ 

様々な担い手による 

社会全体での支援 

基本的視点① 

「子ども・青少

年にとって」の

視点での支援 

ＰＤＣＡサイクルの確保による計画の推進 
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(2) 各施策における現状と課題及び今後の⽅向性 

施策分野１ 子ども・⻘少年が様々な⼒を育み、健やかに育つ環境をつくる《子ども・⻘少年への支援》 

基本施策① 乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期までの切れ目のない支援 
  

(3) 主な事業・取組 

・保育・教育基盤整備事業 

・保育コンシェルジュ事業 

・保育・幼児教育研修及び研究事業 

・保育所等での一時保育 

・放課後児童育成事業 

(1) 現状と課題 
○働く⼥性が増え、保育ニーズは増加しています。また幼稚園での⻑時間保育の利⽤も増えています。 
○保育所、幼稚園、認定こども園等から小学校への円滑な接続を図っていく必要があります。 
○保育・教育の質の維持・向上が求められています。 
○特別な⽀援を必要とする⼦どもへの保育・教育環境の確保ときめ細かな⽀援が必要です。 
○小学校⼊学を機に仕事と育児の両⽴が困難になる、いわゆる「小１の壁」への対応が必要です。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 質の⾼い乳幼児期の保育・教育基盤を確保します。 

 多様な「保育・教育」ニーズへの対応と充実を図ります。 

 放課後の居場所を充実させます。 

 人材の確保、定着、育成及び質の維持・向上を進めます。 
 

★指標                       

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

保育所待機児童数 
20 人 

(26 年 4 月) 

0 人 

（32 年４月） 

保育所・幼稚園・認定こども園と小学校との円

滑な接続のためのカリキュラムの実施率 

47.1％ 

(25 年度) 
78.6％ (＊) 

放課後 19 時までの居場所づくり 

①放課後キッズクラブの整備率 

②必要な分割・移転を終えた放課後児童クラブ

の割合 

①26.0％ 

② 8.0％ 

(25 年度) 

①100％（全校） 

②100％（分割・移転を終

えた全クラブ） 

＊ 29 年度に実施した、計画中間年の見直し後の数値

【コラム】保護者の一日保育士体験 

 保護者が子どもが入所している保育所におい

て、子どもたちと一緒の時間を過ごす中で、保育

内容や保育士の仕事への理解を深め、保育所は育

児不安が軽減するような働きかけを行うことに

より、保護者と保育所が連携して子どもの成長を

支え合う機会となっています。 

 一日保育士体験では、従来行われている保育参

観や保育参加等に比べ、より深く保育に関り、活

動へ参加する仕組みになっています。 



－ 4－
   

基本施策② 学齢期から⻘年期までの子ども・⻘少年の育成施策の推進 

(1) 現状と課題 
○人とのつながりや⽀え合いの中で、⼦ども・⻘少年が⾃⼰肯定感を育んでいくことが難しくなっていま

す。 
○不登校、ひきこもり、経済的困窮等、様々な困難に直⾯している⼦ども・⻘少年に対して、切れ目のな

い⽀援を⾏う必要があります。 
○⾃主性や⾃⼰選択⼒を育んでいけるよう、⻘少年育成のための活動の活発化と効果的な推進を図る必要

があります。 
○⼦ども・⻘少年の育ちに関わる人々が⼦どもたちに適切な⽀援を⾏えるよう、人材を育成していく必要

があります。 
○これまで以上に、小中学⽣・⾼校⽣等が地域の様々な活動に参加する機会を増やすことで、⼦ども・⻘

少年の育成とまち全体の活⼒向上につなげていくことが望まれます。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 ⼦ども・⻘少年が⾃らの⽣き⽅を考え、進路を選択する⼒が⾝に付けられる環境を整

えます。 

 ⼦ども・⻘少年を取り巻く課題に対し、育ちの連続性を視野に⼊れ、社会全体で早期

発⾒、早期⽀援に取り組みます。 

 ⼦ども・⻘少年が将来に夢や希望を持ち、困難を乗り越えていけるよう⽀援します。 
 

★指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

青少年地域活動拠点の年間延べ利用人数 
42,927 人 

（25 年度） 
142,200 人 

将来の夢や目標を持っている中学生の割合 
71.8％ 

（25 年度） 
75％以上 

（３）主な事業・取組 

・⻘少年の地域活動拠点づくり事業 

・⻘少年の⾃然・科学体験活動の推進 

・プレイパーク⽀援事業 

・寄り添い型学習等⽀援事業 

・⻘少年育成に係る人材育成・活動推進 

・発達の段階に応じた連続したキャリア教育

の推進 

【コラム】学齢期の子どもたちの心配事って、
誰に相談したらいいの？どこに行ったらいい
の？ 
 学齢期のお子さんについて、相談できる場
所・人は身近にあります。 

例えば、各区役所のこども家庭支援課で「子
ども・家庭支援相談」を行っています。 

乳幼児期の子育てはもちろんのこと、学齢
期のいじめ、不登校や思春期の子どものこと
など、18 歳までの子どもに関する相談に、
保健師、教育相談員、学校カウンセラー、保
育士が応じています。皆様の身近にある相談
窓口としてお気軽にお声掛けください。 
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基本施策③ 障害児への支援 
  

(1) 現状と課題 
○軽度の知的障害児や知的な遅れのない発達障害児の増加が顕著になっています。 
○地域療育センターの新規利⽤児が増加しています。 
○保育所、幼稚園、認定こども園、小学校が連携し、切れ目のない⽀援を⾏うことが重要です。 
○本市の小中学校の在籍児童数は減少傾向にありますが、個別⽀援学級や特別⽀援学校の在籍者数は増えて

います。また、⾃閉症、学習障害、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）など、発達障害に関する教育相談件
数も増えています。 

○障害のある⼦どもが暮らす地域においても、その一員として育つことができるよう障害への理解を図り、
⼦どもが安⼼して成⻑できる環境をつくっていくことが⼤切です。

（２）施策の目標・⽅向性 

 地域療育センターを中⼼とした⽀援を充実します。 

 療育と教育の連携による切れ目のない⽀援を進めます。 

 学齢障害児に対する⽀援を充実します。 

 障害児施設の整備と在宅⽀援機能の強化を進めます。 

 市⺠の障害への理解を促進するための取組を進めます。 
 

★指標                       

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

地域療育センターの初診待機期間 
3.5 か月 

(25 年度) 
2.8 か月 

児童発達支援事業利用者数（地域療育センター含む） 
145,110 人 

（25 年度） 
271,000 人(＊)

放課後等デイサービス利用者数 
92,522 人 

（25 年度） 
840,000 人(＊)

＊ 29 年度に実施した、計画中間年の見直し後の数値 

(3) 主な事業・取組 

・地域療育センター運営事業 

・放課後等デイサービス事業所の拡充と質の向上

・学齢後期障害児⽀援事業の拡充 

・幼保小連携による情報の共有化 

・重症⼼⾝障害児施設、障害児⼊所施設の整備 

・メディカルショートステイ事業の推進 
学齢期の障害のある子どもたちは、放課後等

デイサービス事業所などで、放課後や夏休み

などの長期休暇を過ごしています。 
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基本施策④ 若者の⾃⽴支援の充実 
  

(1) 現状と課題 
○若者のうち、ひきこもり状態が少なくとも約 8,000 人、無業状態が約 57,000 人と推計されています。⽀

援につながっていない若者をどのように⽀援につなげていくかが課題です。 
○⽀援が必要な家庭で育つ小中学⽣等に対し、⽣活⽀援、学習⽀援等を実施することにより将来の進路選択

の幅を広げ、⾃⽴した⽣活を送れるようにすることが必要です。 
○経済的困窮状態にあったり、福祉や医療に関する⽀援が必要であったりするなど、複合的な課題を抱える

若者も多く存在します。一人ひとりの状況に配慮した相談体制を充実させていく必要があります。 
○社会的な⽀援を受けながら働きつづけることができる環境づくりが必要です。

（２）施策の目標・⽅向性 

 若者⾃⽴⽀援機関による相談⽀援を充実します。 

 様々な社会資源の連携を図り、困難を抱える若者が⾃⽴に向けてステップアップでき

るような⽀援に取り組みます。 

 ⼦ども一人ひとりが、家庭の状況にかかわらず、将来の⾃⽴に向けていきいきと学び、

のびのびと成⻑していくための環境を整えます。 

 ⼦ども・⻘少年を取り巻く課題に対し、社会全体で早期発⾒、早期⽀援に取り組みま

す。 
 

★指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

若者自立支援機関の新規利用者数 
2,085 人 

（25 年度) 
2,800 人 

若者自立支援機関の継続的支援により自立に改善がみら

れた人数 

917 人 

（25 年度) 
1,500 人 

(3) 主な事業・取組 

・⻘少年相談センター事業 

・地域ユースプラザ事業 

・若者サポートステーション事業 

・⽣活困窮状態の若者に対する相談

⽀援事業 

・よこはま型若者⾃⽴塾 

【コラム】ユースサポーター訪問事業について 

 横浜市青少年相談センターでは、平成 19 年度から、

全国の自治体に先駆けて、外出が困難なひきこもりや

不登校の状態にある利用者に対し、同世代の大学生や

大学院生等が家庭訪問などを行うユースサポーター訪

問事業を実施しています。 

ひきこもり状態などにある青少年にとって、年齢の

近い、お兄さん、お姉さん的な人との出会いが社会参

加の一歩を踏み出すきっかけとなることも多く、親し

みやすいユースサポーターに悩みを聞いてもらった

り、共通の趣味の話やゲームをしたり、近所への散歩

や公園での軽スポーツ等を通じて対人関係の経験を積

み重ね、次のステップへ進むことができています。 
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施策分野２ 出産・子育てがしやすく、子育てが楽しいと思える環境をつくる《子育て家庭への支援》 

基本施策⑤ ⽣まれる前から乳幼児期までの⼀貫した支援の充実 
  

(1) 現状と課題 
○結婚年齢の上昇等に伴い、35 歳以上の⾼年齢で妊娠・出産される⽅の増加傾向が続いています。 
○初めての⼦どもが⽣まれる前に赤ちゃんの世話をしたことのない親が４人のうち３人を占めています。 
○希望する妊娠・出産を実現できるよう、若い世代の男⼥に対する妊娠・出産に関する正確な情報が的確に

提供される必要があります。 
○産後うつ病の発症頻度に関する複数の報告では、産後うつ病の発症者は産婦の１割を超えるとされてお

り、発症した場合は⺟親の健康状態だけでなく、育児や⼦どもの成⻑・発達に影響を与える可能性がある
ため、早期発⾒、早期⽀援が課題となっています。 

(2) 施策の目標・⽅向性 

 妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発及び妊娠・出産に関する相談体制の整備を

進めます。 

 安⼼・安全な妊娠・出産に向けた産科医療及び小児医療を充実させます。 

 親⼦が地域で孤⽴せずに安⼼して育児ができるよう⽀援します。 

 産前産後のケアを充実させます。 

 産後うつの早期発⾒、早期⽀援に取り組みます。 
 

★指標                     

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

妊娠届出者に対する面接を行った割合 
91.5％ 

（25 年度） 
95.7％(＊) 

第 1 子出生数に対する新生児訪問を行った割合 
79.9％ 

（25 年度） 
96.0％(＊) 

＊ 29 年度に実施した、計画中間年の見直し後の数値 

(3) 主な事業・取組 

・不妊不育相談・不妊治療費助成事業 

・妊婦健康診査事業 

・こんにちは赤ちゃん訪問事業 

・産前産後ヘルパー派遣事業 

・育児⽀援家庭訪問事業 

妊娠届出時に、母子健康手帳と「子育てガイドブッ

クどれどれ」をお渡ししています。 
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基本施策⑥ 地域における子育て支援の充実 
  

(1) 現状と課題 
○本市調査では、妊娠中から現在まで、⼦育てについて不安を感じたり⾃信が持てなくなったりすることに

ついて、「あった」と回答した人の割合は、「妊娠中」では 56.5％、「出産後半年くらい」では 74.6％、「現
在」においても 60.9％に及んでいます。 

○⼦育てを楽しく、安⼼して⾏うために必要なサポートとして、地域における親⼦の居場所へのニーズが⾼
い状況です。 

○地域の全ての住⺠に対して、⼦育ての現状や⼦育て⽀援の必要性を理解できるように働きかけ、関⼼を持
ってもらい、具体的な⾏動を促していくことが必要です。 

○保護者の負担を減らし、ゆとりを持って⼦育てに向き合ってもらうことで、保護者が⼦育ての楽しさや喜
びを感じることができ、⼦どもにとってもより良い育ちにつながるため、リフレッシュ等で一時的に⼦ど
もを預けることができる場の充実が求められています。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 親⼦が共に様々な人との交流や豊かな体験ができる場・機会の充実を図ります。 

 ⼦育てを温かく⾒守り、地域ぐるみで⼦育て家庭に寄り添う環境づくりを進めます。 

 一時的に⼦どもを預けることができる場の拡充を図るとともに、市⺠同⼠での預か

り合いを推進します。 

 親⼦の個別ニーズに応じて、必要な施設・制度を円滑に利⽤できるよう⽀援します。 
 

★指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

子育て中の親子がいつでも利用できる地域子育て支援の

場の数（週３日以上開設のもの） 

①地域子育て支援拠点 

②親と子のつどいの広場 

③保育所子育てひろば、幼稚園はまっ子広場 

①18 か所 

②50 か所 

③52 か所 

（26 年 6 月） 

①23 か所 

②70 か所 

③74 か所 

子育て生活に満足感を感じている保護者の割合 
83％ 

（25 年度） 

88％ 

（30 年度） 

(3) 主な事業・取組 

・地域⼦育て⽀援拠点事業 

・親と⼦のつどいの広場事業 

・横浜⼦育てサポートシステム事業 

・地域⼦育て⽀援拠点における利⽤者⽀援事業

【コラム】子育て家庭応援事業 

「ハマハグ」について 

小学生以下の子どものいる家庭の方や

妊娠中の方が、協賛店でハマハグカード

を提示すると、子育てを応援する様々な

サービスが受けられます。事業を通じて

地域全体で「子育て 

を温かく見守り、応 

援するまち・横浜」 

を目指しています。 
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基本施策⑦ ひとり親家庭の⾃⽴支援／配偶者等からの暴⼒（ＤＶ）への対応と未然防⽌ 
  

（１）現状と課題 
○ひとり親のうち、⺟⼦家庭の約４割が年間総収⼊が 300 万円未満に留まっています。 
○ひとり親家庭が置かれている状況は、就業形態のほか、⼦どもの年齢、疾病・障害、親の健康状態等によ

って様々な課題があります。 
○配偶者暴⼒相談⽀援センターにおける相談件数や、警察における暴⼒相談等の対応件数は増加していま

す。 
○横浜市ＤＶ相談⽀援センターにおけるＤＶに関する専⽤電話の相談者の多くが⼥性となっています。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 ひとり親家庭への総合的な⾃⽴⽀援を⾏います。 

 ＤＶ被害の防止に向けて、相談・⽀援、職員の専門的技術の向上及び体制の強化、

関係機関との連携促進、啓発等に取り組みます。 

 ＤＶ被害者等の相談・⽀援及び⾃⽴⽀援を⾏います。 

 ⼥性緊急一時保護の受⼊先を確保するとともに、⺟⼦⽣活⽀援施設において居住場

所を提供します。 
 

★指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

ひとり親家庭の就労者数 
314 人 

（25 年度） 

1,900 人 

（６か年累計） 

ひとり親家庭等自立支援事業利用者数 
4,627 人 

（25 年度） 
5,300 人 

(3) 主な事業・取組 

・ひとり親家庭等⾃⽴⽀援事業 

・⼥性相談保護事業 

・⼥性緊急一時保護施設補助事業 

・⺟⼦⽣活⽀援施設緊急一時保護事業 

ひとり親の相談窓口「ひとり親サポートよこはま」の

電話番号を記載したカードを、児童扶養手当・生活保

護を申請する窓口や戸籍課などで配布しています。 
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施策分野３ ⾃助・共助・公助の意識を⼤切にし、社会全体で子ども・⻘少年を育てる環境を

つくる《社会全体での支援》 

基本施策⑧ 児童虐待防⽌対策と社会的養護体制の充実 
  

(1) 現状と課題 
○児童相談所への児童虐待相談・通告受理件数及び新たに把握した児童虐待件数は過去最多となっていま

す。 
○児童虐待による死亡事例や重篤事例が発⽣しており、虐待が深刻化する前の早期発⾒・早期対応が求めら

れています。 
○「横浜市⼦供を虐待から守る条例」の制定により、地域や関係機関と連携した児童虐待防止対策のさらな

る強化が求められています。 
○養育に課題をかかえる家庭が増加し、深刻で複雑な事例も増えているにもかかわらず、⽀援メニューは相

談とホームヘルプのみで、在宅⽣活を⽀えるサービスが不⼗分な状況です。 
○児童養護施設の退所後に家族による⽀援が得られず、経済的な困難や精神的な不安、社会的な孤⽴をもた

らし、様々な問題に発展してしまうことが少なくありません。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 児童虐待対策を総合的に進めます。 

 児童養護施設等の整備、養育環境の充実、⽼朽化等に対応します。 

 ⾥親等による養育⽀援を進めます。 

 横浜型児童家庭⽀援センターの設置を推進します。 

 施設退所に向けた⾃⽴⽀援・アフターケアの強化を図ります。 
 

★主な指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

虐待死の根絶 
１件／年 

（25 年度） 
0 件 

児童養護施設の入所待ち児童数 
198 人 

（25 年度） 
0 人 

(3) 主な事業・取組 

・児童虐待防止啓発地域連携事業 

・児童相談所等の相談・⽀援体制の充実 

・⾥親推進事業 

・⼦育て短期⽀援事業 

・養育⽀援家庭訪問事業 

・施設等退所後児童のためのアフターケア事業 

【コラム】「横浜市子供を虐待から守る 

条例」が制定されました！ 

 この条例は、子どもを虐待から守るた

めの基本理念を定め、横浜市、市民、保

護者及び関係機関などの責務を明らかに

するとともに、虐待の予防及び早期発見、

虐待を受けた子どもの保護、そのほか子

どもを虐待から守るための施策の基本的

事項を定めています。 



－ 11 －   

基本施策⑨ ワーク・ライフ・バランスと子どもを⼤切にするまちづくりの推進 
  

(1) 現状と課題 
○夫婦共働き世帯の増加や、⼦育て世代の男性の⻑時間労働の傾向が続いています。 
○企業にとっては、両⽴⽀援やワーク･ライフ･バランスの推進が企業の成⻑や業績に及ぼす成果を感じにく

いため、取組への動機付けが難しい状況です。 
○⼦育ての喜びを社会で共有し、⼦育てを⾒守る側も、⼦どもを育てる側も、全ての人がそうした温かい環

境をつくりながら、社会全体で⼦どもを⼤切にする機運を醸成していくことが必要です。 
○公共施設や公共交通機関等の物理⾯のバリアフリー化を進めるとともに、⼦どもや⼦育てに対する社会的

な意識改⾰、周囲の人の理解などソフト⾯でのバリアフリー化を進め、⼦育て家庭が安⼼して⼦育てでき
るまちづくりを推進することが求められています。

(2) 施策の目標・⽅向性 

 ワーク・ライフ・バランスと多様な働き⽅ができる環境づくり 

を推進します。 

 ⼦どもを⼤切にする社会的な機運を醸成します。 

 安全・安⼼のまちづくりを進めます。 
 

★指標 

指標 直近の現状値 
目標値 

（31 年度末） 

ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる企業の割合
28.1％ 

（25 年度） 
40％ 

(3) 主な事業・取組 

・企業の認定制度「よこはまグッドバランス賞」

・企業内の取組への⽀援 

・共に⼦育てをするための家事・育児⽀援 

・祖⽗⺟世代に向けた孫育て⽀援 

・学⽣・未婚者に向けた啓発・情報提供 

・⼦どもの事故予防啓発事業 

・地域⼦育て応援マンションの認定 

・地域防犯活動⽀援事業 

・交通安全教育の推進（幼児交通安全教育指導）

【コラム】結婚や子育てを考える 

「ライフデザイン Book」

 将来の子育て世代となる学生や未婚者

に向け、結婚や妊娠・出産・子育てや仕事

との両立などに関する情報提供冊子「ライ

フデザイン Book」を発行しています。 

横浜市では、結婚や妊娠・出産・子育て

の「切れ目のない支援」のため、自身の働

き方や生き方について考える機会を提供

し、希望するライフスタイルの実現を支援

しています。 
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第５章 保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する５年間の量の⾒込み、確保⽅策 
（1） 保育・教育に関する施設・事業（全市） 

本計画では、⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、保育・教育及び地域⼦ども・⼦育て⽀援事業につい
て、５年間の「量の⾒込み」（利⽤に関するニーズ量）及び「確保⽅策」（量の⾒込みに対応する整備
量と実施時期）を定めています。 

地域のニーズにきめ細かく対応するため、25 年度に実施した「横浜市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画
の策定に向けた利⽤ニーズ把握のための調査」を活⽤し、⾏政区単位で量の⾒込みを算出するととも
に、それに対応するための確保⽅策を作成しています。 

  単位：人

年齢 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳

6,029 21,058 52,813 6,330 21,969 51,813

29.9% 32.0%

認定こども園・保育所・幼稚園 5,175 17,435 11,259 5,472 18,499 26,399

＋確認を受けない幼稚園（※２） 50,947 32,461

地域型保育（※３）・横浜保育室 854 3,623 858 3,470

計 6,029 21,058 62,206 6,330 21,969 58,860

年齢 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳

6,311 23,196 52,169 6,809 24,754 51,411

32.2% 34.7%

認定こども園・保育所・幼稚園 5,393 19,234 14,883 5,907 20,805 19,776

＋確認を受けない幼稚園（※２） 41,179 33,173

地域型保育（※３）・横浜保育室 918 3,962 902 3,949

計 6,311 23,196 56,062 6,809 24,754 52,949

年齢 ０歳 １－２歳 ３－５歳

7,298 26,302 49,834

37.2%

認定こども園・保育所・幼稚園 6,349 22,097 19,607

＋確認を受けない幼稚園（※２） 30,227

地域型保育（※３）・横浜保育室 949 4,205

計 7,298 26,302 49,834

138

41,093

量の見込み 41,093

3歳未満児の保育利用率
（量の見込み／就学前児童数）

確
保
方
策

40,955

３１年度 (＊)

３－５歳

支給認定区分（※１） ３号 ２号 １号

296 167

40,206 40,654

１号

３－５歳 ３－５歳

支給認定区分（※１） ３号

39,910 40,487

３号 ２号

確
保
方
策

量の見込み 40,206 40,654

3歳未満児の保育利用率
（量の見込み／就学前児童数）

3歳未満児の保育利用率
（量の見込み／就学前児童数）

279 235

２号 １号

２９年度 (＊) ３０年度 (＊)

3歳未満児の保育利用率
（量の見込み／就学前児童数）

3歳未満児の保育利用率
（量の見込み／就学前児童数）

36,740 38,909

２号

量の見込み 37,019 39,144

37,019 39,144

確
保
方
策

１号

３－５歳 ３－５歳

２７年度 ２８年度

支給認定区分（※１） ３号 ２号 １号 ３号

＊ 29～31年度については、28年度に実施
した、計画中間年の見直し後の数値

※1 新制度では、保育・教育施設及び事業の利用にあたっては、保育の必要性に応じた支給認定を受ける必要があります。 

年齢 保育の必要性 認定区分 

満３歳以上 なし １号 

満３歳以上 あり ２号 

３歳未満 あり ３号 

※2 新制度に移行せず、現行制度のまま継続する幼稚園を指します。 

※3 施設より少人数で、３歳未満の子どもを保育する事業で、家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居宅訪問型保育の４種類があり

ます。 
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（2） 地域子ども・子育て支援事業（全市） 

事業名 
指標 

（単位） 

上段：量の見込み、下段：確保方策 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

(＊) 

31 年度 

(＊) 

妊婦健康診査事業 
延べ受診回数（年間）

（回／年） 

376,340 373,175 370,042 359,161 356,212

376,340 373,175 370,042 359,161 356,212

こんにちは赤ちゃん訪問

事業 

訪問件数（件） 

（訪問率（％）） 

25,229 24,921 24,625 27,728 27,273

（87.4%） （88.6%） （89.7%） （93.3%） （93.4%）

25,229 24,921 24,625 27,728 27,273

（87.4%） （88.6%） （89.7%） （93.3%） （93.4%）

子 育 て

短 期 支

援事業 

ショート 

ステイ 

延べ利用者数（年間）

（人／年） 

189 207 231 515 574

108 131 170 481 574

トワイライト 

ステイ 

延べ利用者数（年間）

（人／年） 

3,642 4,040 4,476 5,028 5,618

2,068 2,570 3,259 4,699 5,618

母子生活支援施設緊急一

時保護事業 

延べ利用世帯数（年間）

（世帯／年） 

72 77 82 82 82 

72 77 82 82 82 

育 児 支

援 家 庭

訪 問 事

業 

家庭訪問 
延べ実施回数（年間）

（回／年） 

4,527 4,954 5,432 6,067 6,740

4,527 4,954 5,432 6,067 6,740

ヘルパー 
延べ実施回数（年間）

（回／年） 

1,713 1,875 2,056 2,291 2,547

1,713 1,875 2,056 2,291 2,547

養 育 支

援 家 庭

訪 問 事

業 

家庭訪問 
延べ実施回数（年間）

（回／年） 

3,313 3,624 3,978 4,437 4,927

3,313 3,624 3,978 4,437 4,927

ヘルパー 
延べ実施回数（年間）

（回／年） 

5,432 5,941 6,517 8,546 9,491

5,432 5,941 6,517 8,546 9,491

要保護児童対策地域協議

会（児童虐待防止啓発地

域連携事業の一部） 

個別ケース検討会議件

数（年間） 

（件／年） 

951 1,039 1,135 1,498 1,659

951 1,039 1,135 1,498 1,659

病児保育事業 
実施箇所数 

（か所） 

27 27 27 27 27

19 21 23 25 27

保育コンシェルジュ事業 
実施箇所数 

（か所） 

18 18 18 18 18

18 18 18 18 18

地域子育て支援拠点にお

ける利用者支援 

実施箇所数 

（か所） 

23 23 23 23 23

18 19 20 21 23

延長保育事業（夕延長） 
利用者数 

（人／月） 

11,402 14,350 16,729 19,687 22,643

11,402 14,350 16,729 19,687 22,643

放課後キ

ッズクラ

ブ（一部）、

放課後児

童クラブ 

低学年 
利用者数 

（人） 

16,902 17,928 17,734 17,477 17,322

12,979 14,423 15,294 16,458 17,322

高学年 
利用者数 

（人） 

5,657 5,675 6,560 6,987 7,296

4,340 4,574 5,661 6,580 7,296

（次頁へ続く） 

 

＊ 30・31 年度については、29 年度に実施した、計画中間年の見直し後の数値 

＊
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事業名 
指標 

（単位） 

上段：量の見込み、下段：確保方策 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

(＊) 

31 年度 

(＊) 

地域子育て支援拠点、親

と子のつどいの広場、保

育所子育てひろば等 

延べ利用者数 

（月間）（人／月） 

57,045 60,488 63,918 71,504 77,695

52,498 56,028 60,536 69,187 77,695

幼稚園預か

り保育 

１号認定

利用 

延べ利用者数 

（年間）（人／年） 

554,519 561,438 568,348 593,474 616,749

554,519 561,438 568,348 593,474 616,749

２号認定

利用 

延べ利用者数 

（年間）（人／年） 

555,575 591,043 626,504 944,179 1,011,470

555,575 591,043 626,504 944,179 1,011,470

保育所（一時保育）、横浜

保育室（一時保育）、乳幼

児一時預かり、親と子の

つどいの広場での一時預

かり、横浜子育てサポー

トシステム、24 時間緊急

一時保育、休日保育（一

時保育） 

延べ利用者数 

（年間）（人／年） 

365,351 408,861 452,358 518,102 583,843

365,351 408,861 452,358 518,102 583,843

 

 

 

第６章 計画の推進体制（ＰＤＣＡサイクルの確保）                      
○様々な⼦ども・⼦育て⽀援施策を着実に推進していくために、計画の推進体制を構築し、ＰＤＣＡサイク

ルを確保する必要があります。 

○計画策定後も、計画の実施状況や評価については、⼦ども・⼦育て会議で審議を⾏うとともに、市⺠、関

係者の皆様と幅広く意⾒交換をしながら計画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN 

（計画の策定） 

○横浜市子ども・子育て会議におけ

る審議等を踏まえた計画の策定 

○目標の設定 

DO 

（計画の推進） 

○様々な主体との連携・協働による

事業の実施 

ACT 

（事業の継続・拡充、計画の見直し）

○予算編成過程における事業検討 

○計画中間年を目途に量の見込

み・確保方策を見直し 

CHECK 

（実施状況等の点検・評価） 

○横浜市子ども・子育て会議におい

て、事業の実施状況を毎年点検・

評価 

＊ 30・31 年度については、29 年度に実施した、計画中間年の見直し後の数値 

＊
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